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第 11 章  地震力 

11.1 漁港・漁場の施設における地震力の照査 

漁港の施設は、原則として耐震性能の照査を行うものとする。漁場の施設は、原則として耐震性

能の照査を必要としないが、設計対象施設の設置により影響が及ぶ範囲に他の漁港・漁場の施設、

人家、公共施設等がある場合には、漁港の施設に準じた耐震性能の照査を行うことができる。 
 
11.1.1 施設別の照査の方針 

係船岸は、耐震性能の照査を行うことを原則とする。 
防波堤は、必要に応じて適切な耐震性能の照査を行う。 
上記以外の漁港の施設については、下記の場合に耐震性能の照査を行うことを原則とする。 
 

・ 設計対象施設の照査に標準的に用いられる基準あるいは指針等に基づき、耐震性能の照査が

必要と判断されるもの 
・ 施設の重要度にかんがみて耐震性能の照査が必要と判断されるもの 

 
係船岸及び防波堤の耐震性能の照査手法は、「本書」の記述に拠ることができる。本章のほか、係船

岸については「第 6編 2.2 係留施設の耐震性能の照査」及び「第 6編第 5章 耐震性能・耐津波性能

を強化する係船岸の照査」を、防波堤については「第 5 編 2.1.5 防波堤の性能照査」を参照できる。

係船岸、防波堤以外の耐震性能の照査手法は、その施設の照査に用いられる諸基準類に拠ることがで

きる。 
漁場の施設については、地震による影響を考慮しないことを原則とするが、重力式消波堤等は外郭

施設に準じて考慮することができる。 
 

11.1.2 耐震性能の照査の考え方 

耐震性能の照査は、本質的には、「来襲する地震動の設定」を行い、「構造物に働く地震力」を何ら

かの方法で再現して、「地震力が働く時の構造物の安定の評価」を行うものである。この 3つの検討を

具体的な方法で述べると例えば次のようになる。「来襲する地震動」として、政府機関や研究機関等が

発表している想定地震のモデルを使用して施設建設地点の工学的基盤波形を算出する。次に、工学的

基盤より上の地層と構造物をモデル化した２次元応答解析や、振動台を用いた模型実験によって、「構

造物への地震力の作用」を再現する。２次元応答解析や模型実験で求まった構造物の変位及び応力が

許容値以内であるかどうか判定することにより、「構造物の安定の評価」を行う。 
一方、この 3つの検討を逐一行わなくとも簡便に耐震性能の照査が行える方法として、「第 2編 11.2 

耐震性能の照査に用いる震度」に述べる震度法がある。 
地震動には水平成分と鉛直成分がある。係船岸については水平方向の地震動のみを考慮して耐震性

能の照査をしてよい。これは、係船岸の場合、鉛直方向の地震動が係船岸におよぼす影響が小さいこ

と 1)、水平方向の地震動を考慮した耐震性能の照査を行えば鉛直方向の影響も実際には見込まれてい

ること 2)等を勘案したことによる。重力式防波堤の場合も同様に、水平方向の地震動のみを考慮して

耐震性能の照査をしてよい。また、重力式以外の防波堤については耐震性能の照査を省略することが

できる（「第 5編 2.1.5 防波堤の性能照査」参照）。 
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11.1.3 想定する地震動のレベル 

照査において想定する地震動として、施設種類、整備目的、重要度に応じて次のものから選択する

ことを原則とする。 
 

（1） レベル1地震動 

漁港・漁場の施設の設置箇所で発生すると想定される地震動のうち、設計対象施設の設計供用期

間中に発生する可能性の高い地震動である。 
 

（2） レベル2地震動 

漁港・漁場の施設の設置箇所で発生すると想定される地震動のうち、最大規模の強さを有する地

震動である。内陸及び海溝で発生する地震の活動履歴、震源断層の分布と活動度、活断層から当該

地点に至る地下構造、当該地点の地盤条件、及び強震観測結果などに基づいて設定する。レベル 2
対象地震は、単一の地震に限定する必要はなく、複数の地震を選定してよい。また、対象地点及び

その周辺に活断層が知られていない場合でも、マグニチュード 6.5 程度の直下地震が起こる可能性

に配慮し、これによる地震動をレベル 2地震動の下限とする 3)。 
 

（3） 発生頻度の高い津波を生じさせる地震による地震動 

耐津波性能を検討する施設において、津波来襲前の変状を軽微にとどめる必要性から、発生頻度

の高い津波を生じさせる地震による地震動を想定する。 
 

11.2 耐震性能の照査に用いる震度 

11.2.1 設計水平震度 

設計水平震度は、想定する地震動を対象に地域特性、地盤特性及び構造物の重要度等を考慮し

て、適切な手法を用いて設定するものとする。 
 
構造物の耐震性能の照査において、不規則な振動である地震動による力を簡便に考慮する方法とし

て震度法 4)がある。震度法は、地震動による力を、物体の重量と設計震度の積で与えられる力に置き

換え、この力が構造物に静的に働くものと考えて計算する方法であり、地震時の構造物の性能照査を

常時の解析と同様に比較的簡単に行うことができる。 
震度法は、「第 2 編 11.1.2 耐震性能の照査の考え方」に則ると、「構造物に働く地震力」と「地震

力が働く時の構造物の安定の評価」を静的な照査として一括して検討する方法である。設計水平震度

を決めることは、「来襲する地震動」の大きさにしたがって「構造物に働く地震力」を数値化すること

に該当する。係船岸及び重力式防波堤のレベル 1 地震動に対する耐震性能の照査については、構造物

の固有周期が地震動の卓越周期よりも短く剛な構造物と見なせることから、震度法によって地震力を

算定することを標準とする。震度法を用いる際は鉛直方向の震度を考慮せず、水平方向の震度（設計

水平震度）のみで照査を行う。 
レベル 1 地震動に対する耐震性能の照査を震度法で行う場合、表 2-11-1 の値を用いることを標準と

する。 
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表2-11-1 地域別の工学的基盤最大加速度及び設計水平震度 

 北海道(根室，釧
路，十勝，日高)，
関東(千葉県，東京
都の八丈島及び小
笠原諸島を除く地
域，神奈川県)，中
部(福井県，静岡
県，愛知県)，近畿
(三重県，滋賀県，
大阪府，兵庫県，
和歌山県) 

東北(青森県の尻屋
崎以南の太平洋
岸，岩手県，宮城
県，福島県)，関東
(茨城県)，近畿(京
都府)，四国(徳島
県，高知県) 

北海道(胆振，渡
島，檜山)，東北(青
森県の尻屋崎以南の
太平洋岸を除く地
域，秋田県，山形
県)，中部(新潟県，
富山県，石川県)，
中国(鳥取県，広島
県)，四国(愛媛
県)，九州(熊本県，
大分県，宮崎県，鹿
児島県の奄美諸島) 

北海道(網走，後
志，石狩，空知，留
萌)，中国(島根県，
岡山県)，四国(香川
県)，九州(佐賀県，
長崎県の五島列島，
壱岐及び対馬を除く
地域，鹿児島県の奄
美諸島を除く地域，
沖縄県の大東諸島を
除く地域) 

北海道(宗谷)，関
東(東京都の八丈島
及び小笠原諸島)，
中国(山口県)，九
州(福岡県，長崎県
の五島列島，壱岐
及び対馬，沖縄県
の大東諸島) 

係留施設Ａ 0.18(0.22) 0.16(0.19) 0.14(0.17) 0.13(0.16) 0.10(0.12) 

親水施設 0.18(0.22) 0.16(0.19) 0.14(0.17) 0.13(0.16) 0.10(0.12) 

係留施設Ｂ 0.15(0.20) 0.13(0.16) 0.12(0.14) 0.11(0.13) 0.08(0.10) 

外郭施設 0.15(0.20) 0.13(0.16) 0.12(0.14) 0.11(0.13) 0.08(0.10) 

工学的基盤の最
大加速度(Gal) 

350 250 200 150 100 

(注１) 第四紀層（沖積層、洪積層）の厚さが、下記のいずれかの場合は（ ）書の設計水平震度を用いる。 
① 一般の砂及び粘土地盤の厚さが25ｍ以上の場合 
② 軟弱地盤の厚さが5ｍ以上の場合 
ここでいう軟弱地盤とは、N 値が 4 以下の砂地盤、または一軸圧縮強度が 20kPa 以下の地盤であり、通常の軟弱地盤

の概念とは若干異なる。 
(注２) 係留施設Ａは、耐震強化岸壁、耐震強化岸壁に準じる岸壁及びその他の耐震性能を強化する岸壁、又は定期船・フェ

リーが発着する岸壁であることを基本とする。係留施設Ｂは、係留施設Ａ以外の岸壁及び物揚場である。 
(注３) 親水施設は、親水性を考慮した護岸及び防波堤である。 
(注４) 外郭施設は、親水施設及び道路護岸を除く外郭施設である。 

 
 
 
この表の設計水平震度は、レベル 1 地震動に対して所期の機能を維持することを目的として、各地

域における地震の活動度、施設建設地点における地盤の特性、施設の重要度等を考慮し、地域別震度

に地盤種別係数、重要度係数の各補正係数を乗じた値 5)となっている。この表の地域分けは、全国190
箇所の港湾の工学的基盤における確率論的最大加速度の分布 6)を素地としており、地域別震度の大き

さは、地域別の最大加速度の再現期間 75年の期待値と、最大加速度と作用震度の関係をもとに設定さ

れている 5)。（耐震強化岸壁、耐震強化岸壁に準じる岸壁及びその他の耐震性能を強化する岸壁の耐震

性能照査は、「第 6 編 5.4.3 耐震性能に関する性能照査」によることができ、その際、レベル 1 地震

動の設計水平震度として本表の値を用いることができる。） 
また、レベル 1 地震動に対する液状化判定において、モデル波形を振幅調整して使用する場合、表

2-11-1 に示す工学的基盤の最大加速度を用いることができる。（「第 6 編 5.4.3 耐震性能に関する性能

照査」参照） 
なお、設計水平震度（後述する照査用震度も含む）は、構造物への地震力の作用を、来襲する地震

動の大きさと構造物の特性に応じて数値化して照査に用いるものであり、気象庁が発表する震度（地

震動の強さを表す指標）とは意味が異なっている。 
 

11.2.2 加速度と設計水平震度との関係式 

地表面最大水平加速度と設計水平震度の関係を示す式として、式 2-11-12)が使用されてきた。 
 

kh＝1/3 (α max/g)1/3 （α max＞200 Gal［cm／s2］） 
kh＝α max/g （α max≦200 Gal［cm／s2］） 

 ······················· （式 2-11-1） 
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ここに、 
kh：設計水平震度 
α max：地表面の最大水平加速度（Gal［cm/s2］） 
g：重力加速度（Gal［cm/s2］） 

 
式 2-11-1 に示す震度換算式を用いて設計水平震度を算出する場合、α maxは、全応力法の一次元地震

応答解析によって求める。 
また、式2-11-1は従来型の地震計であるSMAC型強震計で得られた観測記録に基づいて構築された

ものであることに注意する。SMAC 型強震計は、現在の地震計と比較して、高周波帯域における感度

が低い傾向にあり最大加速度は小さめに得られる傾向がある。このため、現在の感度の高い地震計で

得られた最大加速度値を用いて本式の計算を行うと過大な設計水平震度を与える。このため、現在の

地震計で観測した加速度波形あるいは計算で作成された加速度波形に本式を適用するにあたっては、

SMAC 型強震計相当の地震動に変換して使用することを原則とする。この変換に、SMAC フィルター

を用いる。SMACフィルターについては「資料2.12 設計水平震度算出に用いるSMACフィルターに

ついて」を参照のこと。 
 

11.2.3 周波数特性と変形量を考慮に入れた設計水平震度 

地震動と係留施設の周波数特性並びに許容変形量を考慮に入れて設計水平震度を求める手法が提案さ

れている 7)。この手法で求められる設計水平震度を、「本書」では照査用震度と称す。照査用震度は、

想定地震動の波形と、地震動の周波数ごとの変形への寄与度を意味する関数によって算出される。照査

用震度を用いれば、震度法によりながらも係留施設の変形量に対応した耐震性能の照査が可能である。 
「本書」では、「第 6 編 2.2.3 周波数特性及び変形量を考慮に入れた設計水平震度」に、漁港の重

力式係船岸及び水深-2.0～-5.5m の控え直杭式矢板式係船岸に適用できる照査用震度の算定式 8)を示し

ている。これらの係船岸の性能照査では、表 2-11-1 の設計水平震度の代わりにこの照査用震度を使用

してもよい。 
照査用震度は、特に軟弱地盤の場合に、耐震性能の照査に地盤条件を適切に反映できる長所がある。

ここで軟弱地盤とは、おおむね、表 2-11-1 の（注 1）に記された第四紀層（沖積層、洪積層）の厚さ

の条件①②を指す。 
照査用震度の算出においては、設計対象施設の位置の工学的基盤におけるレベル１地震動の波形を

設定する必要がある。その際、「第 2編 11.3.1サイト特性を考慮した地震動の算出手法」によって、次

の波形データ及び算出方法を活用できる。「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定方法」も参考に

できる。 
 
・ 全国各地の港湾を対象とした 75年に 1度の来襲確率を有する地震動の波形 9) 
・ 地点ごとのサイト増幅特性（地震基盤よりも上部における地震動の増幅特性）の算出方法 

（「第 2編 11.3.2 サイト増幅特性の算出手法」参照）。 
 
なお、文献 10)には港湾施設の矢板式係船岸及び桟橋の照査用震度の算定手法が示されているが、こ

れらの算定手法は、漁港の施設への適用性の検証がなされていないことから、漁港の施設には適用し

ないことを原則とする。これは、同文献が対象とする施設と漁港の施設とは水深が異なること及びこ
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れらの算定手法の構築の際に使用されたモデル断面は「本書」に記した性能照査手法により設定され

たものではないことを踏まえている。 
 

11.2.4 震度法における留意点 

震度法による地震力は、自重及び上載荷重の和あるいは自重のみに設計水平震度を乗じた値とし、

危険な方をその重心に働くものとして扱うことを原則とする。この際、自重からは浮力を差し引かな

いこととする。 
地震力の計算に際して、地震力はその物体の質量が変わらない限り変化がないので、水中にあって

浮力を受けている物体であっても、それに働く地震力は陸上と変わらない。しかし、地震時土圧の計

算には浮力を考慮した水中単位体積重量が用いられるので、見掛けの震度を使用することを原則とす

る（「第 2編 10.1 土圧」を参照してよい）。 
 

11.3 照査に用いる地震動の算出方法 

11.3.1 サイト特性を考慮した地震動の算出手法 

地表面へ来襲する地震動は、図 2-11-1 に示す震源特性、伝播経路特性、サイト特性の積で表すこと

ができる。 
 

 
図2-11-1 震源特性、伝播経路特性、サイト特性11） 

 
震源特性は、想定した地震ごとに、巨視的震源パラメータ、微視的震源パラメータ及び、その他の

パラメータを用いて表す。震源から地震基盤までの伝播経路特性は、地域別のパラメータを使用して

計算できる（「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定方法」参照）。ここで地震基盤とは、S 波速度

が 3,000m/s となる面のことであり、S 波速度が 300m/s 以上の工学的基盤（「資料 6.1 地震動及び設

計水平震度の算定方法」参照）よりも深部に位置する。 
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サイト特性は、サイト増幅特性とサイト位相特性から成る。それぞれ、フーリエスペクトルにおけ

るフーリエ振幅とフーリエ位相に対応する。サイト増幅特性は周波数別の揺れの増幅を表し、サイト

位相特性は周波数別の揺れの時間的なずれ方を表す。地震動を決める際にはサイト増幅特性が重要で

あり、それを考慮に入れる実務的な計算方法も確立されている。サイト増幅特性は、同一県内でも漁

港によって大きく異なる場合や、同一漁港でも場所によって異なる場合がある 12)。 
一方、位相については、サイト位相特性よりも、実際に観測された地震動の波形のうち適切な波形

の位相（すなわち、震源特性と伝播経路特性とサイト特性の影響がすべて含まれた位相）を用いるこ

とが多い 13)。 
サイト特性を考慮に入れた地震動（時系列波形・スペクトル）は、次のように求めることができる。 
レベル 2 地震動などについて、国、自治体、研究機関などにより施設建設地点に来襲する工学的基

盤波形がサイト特性を考慮してすでに算出されている場合、その波形を照査に使用できる（「資料

6.1 地震動及び設計水平震度の算定方法」参照）。ただし、工学的基盤や地震基盤の定義が「本書」

に記したものと異なる場合がある。また、サイト特性を粗めに広範囲で同一に設定して計算されてい

る場合もある。そのため、使用に際してどのように求められた波形か確認することが望ましい。詳密

ではない方法で求められた波形を用いて詳密な計算を実施しても無意味な場合があるので注意が必要

である。また、必要に応じて、波形に含まれるサイト特性を、より施設建設地点の特性に近いものに

置き換えることも検討するのがよい。 
地震動を、ある特定の震源域で発生する地震を想定して新たに計算する場合は、震源特性を適切に

表せるモデルを用い、伝播経路特性とサイト特性を考慮に入れた計算 14)を実施することが望ましい。 
一方、レベル 1 地震動では、来襲しうる種々の地震を考慮に入れた確率論的地震動を使用できる。

たとえば、全国の港湾別に、再現期間 75 年の地震動（75 年に 1 度の来襲危険度を有する地震動）が

算出されている 9)。この地震動は、地震カタログデータ、活断層データ、断層モデルデータに基づい

て、各港湾に来襲することが想定されるいくつもの地震動を抽出し、それぞれの発生頻度を考慮して、

どの周波数帯においても発生確率 75年となるスペクトル強度を有するように作成された地震動の波形

である 15)。 
漁港において、設計対象施設の位置の工学的基盤におけるレベル 1 地震動の波形を算出する場合は、

その施設位置のサイト増幅特性（地震基盤～工学的基盤）の推定を行い、照査対象の施設の近くにあ

る港湾のサイト増幅特性（地震基盤～工学的基盤）9)と比較する方法を用いることができる。両者が

同一と判断される場合はその港湾の照査用の再現期間 75 年の地震動波形 9)をそのまま使用すること

により設計対象施設の照査用のレベル 1 地震動とすることができる。両者が異なると判断される場合

はサイト増幅特性の置換を行うことにより設計対象施設の照査用のレベル 1 地震動とすることができ

る 16)12)。 
工学的基盤より上部の地盤及び係船岸をモデル化した二次元地震応答解析を行う場合や、6編2章に

示す方法で照査用震度を求める場合などには工学的基盤における地震動の波形が必要となる。工学的

基盤の地震動波形を求める方法は、「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定方法 ５．工学的基盤

における地震動波形の求め方」を参考にできる。 
 

11.3.2 サイト増幅特性の算出手法 

サイト増幅特性の求め方として、次の①～④の方法が示されている。 
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① 地震観測記録を使用したスペクトルインバージョン 

スペクトルインバージョンは、複数の地震の、複数の地震観測点における観測記録を用意して、

最小自乗法の計算によって各観測点のサイト増幅特性を求める方法である 17)。 
この方法は、主に、比較的広範な地理的範囲を対象として、その中に点在する各地震観測点の

サイト増幅特性を知るために用いられるものであり、或る一施設の照査のみを目的として実施す

ることはあまり無い。 
 

② 地震観測記録からスペクトル比を求める方法 

サイト増幅特性を知りたい地点に地震計を設置し、地震観測を行う。その地震計と、近隣の地

震観測点（サイト増幅特性が既知）の 2 点における、同じ地震の観測記録のスペクトル比を求め

ることにより、知りたい地点のサイト増幅特性を算出する方法である 18)。この方法ではサイト増

幅特性を精度よく算出できる。ただし 3 回程度の地震観測記録が必要なため、その地域の地震発

生頻度に応じた観測期間が必要となる。 
 
③ 常時微動観測に基づく方法 

常時微動とは、地震が発生していない状態での地盤の僅かな振動である。常時微動の主な成分

は表面波の一種であるレーリー波と考えられている。常時微動からはサイト増幅特性のピークに

関する有益な情報が得られる。すなわち、常時微動観測結果の水平と鉛直のスペクトル比（H/V
スペクトル）に明瞭なピークが存在する場合、その 1 次の（低周波数側の）ピーク周波数は、サ

イト増幅特性の 1次のピーク周波数とおおむね一致することが多い。 
そこで、常時微動 H/V スペクトルを用いてサイト増幅特性を推定する方法が示されている 19)。

すなわち、サイト増幅特性を知りたい地点と、その近くのサイト増幅特性が既に分かっている地

点で常時微動観測を行う。その観測結果に基づいて、既に分かっているサイト増幅特性を補正す

ることにより、知りたい地点のサイト増幅特性を推定する。観測時間は 1地点あたり一般に 11分

間とされていることから、短期間に多数地点の観測を実施できるのが特長である。 
ただし常時微動 H/V スペクトルに明瞭なピークが存在しない場合は本手法の適用が困難なこと

がある。また、明瞭なピークが複数存在する場合、観測地点付近のボーリングデータ等を参考に

して、どのピークに着目するかの検討が必要となることがある。 
 
④ 沿岸部とその周辺のサイト増幅特性の比を用いる方法 

港湾と周辺の強震観測地点のサイト増幅特性の関係が、統計解析によりスペクトル比として表

されており、これを用いることができる 20)。この方法では、新たな観測等を行うことなく沿岸域

のサイト増幅特性を推定できるが、その精度は地震観測に基づく方法と比較して大きく低下する

ことに注意を要する。 
 

11.3.3 サイト特性を考慮しない地震動の設定方法 

サイト特性を考慮せずに地震動を設定するには、次の①～②の方法を用いることができる。 
本項は地域防災計画等による想定地震が無い場合を想定して述べるが、地域防災計画等でレベル 2

地震動相当の想定地震の設定（想定地震の震源と規模、地区別の工学的基盤最大加速度等）がある場

合は、本項の記述に代えてそれを使用できる。 
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① レベル 2地震の設定及びプレート境界型地震（海洋型）かプレート内型地震（内陸型）かの判

定 

ａ）過去の地震発生記録や活断層分布図より、建設予定地に大きな工学的基盤最大加速度を与え

ると予想されるいくつかの想定地震を抽出する（「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定

方法」参照）。 
ｂ）抽出した地震による建設地点の工学的基盤最大加速度を求める。 

モデル波形（八戸波等）を振幅調整して設計水平震度を求める場合には、式 2-11-2 を用いて

断層面距離とマグニチュードから工学的基盤の最大加速度を求めるのがよい。この式で算出さ

れる工学的基盤の最大加速度は、SMAC 型地震計で観測される値に相当する。（一方、モデル

波形を振幅調整して二次元地震応答解析を行う場合は、「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算

定方法」の式 6-1-7を用いるのがよい。） 

log10(αmax)＝0.53M－log10(X＋0.0062×100.53M)－0.00169X＋0.524  ········ （式 2-11-2） 

ここに、 
α max：工学的基盤の最大加速度（Gal［cm/s2］） 
X：断層面距離（km） 
M：地震マグニチュード 

ｃ）求めた工学的基盤の最大加速度のうち、最も工学的基盤最大加速度が大きくなる地震を選出

する。 
ｄ）過去の地震発生記録や日本周辺のプレート境界の位置から、選出した地震がプレート境界型

地震（海洋型）かプレート内型地震（内陸型）かの判定を行う。 
 
② 地震動の設定 

ａ）工学的基盤最大加速度 α Bmax 
上記で求めた工学的基盤最大加速度を工学的基盤最大加速度 α Bmaxと設定する。 

ｂ）地震動波形 
ア）プレート境界型地震（海洋型）の場合 

八戸波、大船渡波、新晩翠橋波を、α Bmaxに振幅調整して用いる（「資料6.1 地震動及び

設計水平震度の算定方法」参照）。 
イ）プレート内型地震（内陸型）の場合 

ポートアイランド基盤波形を、α Bmaxに振幅調整して用いる（「資料6.1 地震動及び設計

水平震度の算定方法」参照）。 
 
一方、レベル 1 地震動、又は発生頻度の高い津波を生じさせる地震による地震動に対する液状化予

測・判定において、サイト特性を考慮せずに、地盤の地震応答計算の入力として用いる工学的基盤に

おける地震動を算出する場合は、次のようにするのがよい。 
対象とする地震がレベル 1 地震の場合は、モデル波形は八戸波及び大船渡波を使用するのがよく、

振幅調整の際の最大加速度は、表 2-11-1に記した工学的基盤の最大加速度を使用できる。 
対象とする地震が発生頻度の高い津波を生じさせる地震の場合は、モデル波形は、対象地震の規模

を考慮し、八戸波と大船渡波に加えて必要に応じて新晩翠橋波も使用するのがよく、振幅調整の際の
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最大加速度は「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定方法 2. 工学的基盤の地震動波形の設定方

法（モデル波形を振幅調整する方法）」に示す断層面距離に基づく方法が使用できる。 
 

11.3.4 どこにでも起こりうる直下地震の地震動の算出方法 

我が国の、過去に顕著な地震記録が無く、近くに活断層が発見されていない地域においても、発見

されていない未知の活断層による地震が起こりうる。このような未知の活断層による地震が、我が国

のどこにおいても最低限考慮すべきレベル 2 地震と位置付けられる。その地震規模はマグニチュード

（気象庁マグニチュード）6.5 程度の直下地震とされる 3)。そのためレベル 2 地震動に対する耐震性能

の照査を行う場合は、マグニチュード 6.5 程度の直下地震についても照査を行うことを原則とする。

（「第 2 編 11.3.4 どこにでも起こりうる直下地震の地震動の算出方法」及び「資料 6.1 地震動及び

設計水平震度の算定方法」参照） 
我が国のどこにおいても最低限考慮すべきレベル2地震であるマグニチュード6.5程度の直下地震に

対する照査においては、その直下地震の震源特性を設定し、伝播経路特性及びサイト特性を考慮して

対象施設位置の工学的基盤における地震動波形を作成して使用することができる。それが困難な場合

は、2000 年鳥取県西部地震において賀祥ダムの基礎部で観測された上下流方向波形を、マグニチュー

ド 6.5 程度の直下地震の地震動波形として用いてよい（「資料 6.1 地震動及び設計水平震度の算定方

法」参照）。この波形を振幅調整をせずそのまま工学的基盤波形として利用してよい。 
 

11.4 他基準の準用 

道路護岸については「道路土工擁壁工指針」21)、「道路土工カルバート工指針」22)、「道路土工仮設

構造物工指針」23)、道路橋については「道路橋示方書・同解説 V耐震設計編」24)等を準用することが

できる。 
また、漁業集落排水施設の処理施設については、「農業集落排水施設設計指針」25)等を準用すること

ができる。 
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0.6×τmax

0.6×τmax

この場合：nef = 5/2 = 2.5

τmax
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ru = 1

「本書」の各工種の記載に従うことを原則とする。

　一方「地震中」の検討についても別途、「本書」の各工種の章、及び「第２編第11章　地震力」の

記載に従い、適切に行うことを原則とする。
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